
報告第３０号 

 

令和６年城里町告示第198号 

 

城里町公共下水道私有道路内排水施設設置要綱の一部を改正する告示 

　城里町公共下水道私有道路内排水施設設置要綱（平成17年告示第104号）の一部を次

のように改正する。 

第４条第３号に次のただし書を加える。 

ただし、当該土地が共有地の場合であって、全ての共有者の承諾を得ることができ

ないことにつき共有者の一部の所在が不明な場合等特別の理由があると認めるとき

は、各共有者の持分の価格の過半数に達するものの承諾があること。 

　　　附　則 

　この告示は、公布の日から施行する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告第３０号　説明資料 

城里町公共下水道私有道路内排水施設設置要綱の一部を改正する告示　新旧対照表 
 改　正　後 現　　　行

 第１条～第３条　（略） 第１条～第３条　（略）

 （適用範囲） （適用範囲）

 第４条　この告示を適用して公共下水道を設置できる私道の基準は，そ

の一端が公道に接しており，かつ幅員が1.8メートル以上あり，次に掲

げる条件を満たしているものでなければならない。

第４条　この告示を適用して公共下水道を設置できる私道の基準は，そ

の一端が公道に接しており，かつ幅員が1.8メートル以上あり，次に掲

げる条件を満たしているものでなければならない。

 (1)・(2)　（略） (1)・(2)　（略）

 (3)　私道の権利を有するもの全員が，町が公共下水道の設置及び維持

管理のために当該私道を使用することについて承諾していること。

ただし，当該土地が共有地の場合であって，全ての共有者の承諾を

得ることができないことにつき共有者の一部の所在が不明な場合等

特別の理由があると認めるときは，各共有者の持分の価格の過半数

に達するものの承諾があること。

(3)　私道の権利を有するもの全員が，町が公共下水道の設置及び維持

管理のために当該私道を使用することについて承諾していること。

 (4)～(7)　（略） (4)～(7)　（略）

 第５条～第10条　（略） 第５条～第10条　（略）

 附　則

 　この告示は、公布の日から施行する。
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報告第３１号 

 

令和６年城里町告示第192号 

 

城里町住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度実施要綱 

（目的） 

第１条　この告示は、住民基本台帳法（昭和42年法律第81号）又は戸籍法（昭和22年法

律第224号）の規定に基づき住民票の写し等を第三者に交付した場合において、事前の

申請により登録を受けた者に対し、その交付の事実を通知する制度（以下「本人通知

制度」という。）を実施することにより、住民票の写し等の不正請求及び不正取得によ

る個人の権利の侵害の抑制及び防止を図ることを目的とする。 

（定義） 

第２条　この告示において「住民票の写し等」とは、次に掲げるものをいう。 

(1)　住民基本台帳法第12条第１項に規定する住民票の写し及び住民票記載事項証明

書、同法第15条の４第１項に規定する除票の写し及び除票記載事項証明書、同法第

20条第１項に規定する戸籍の附票の写し並びに同法第21条の３第１項に規定する戸

籍の附票の除票の写し 

(2)　戸籍法第10条第１項に規定する戸籍謄本等及び同法第12条の２に規定する除籍

謄本等並びに同法第120条第１項に規定する戸籍証明書及び除籍証明書 

２　この告示において「第三者」とは、次に掲げる者をいう。 

(1)　住民基本台帳法第12条第１項、第15条の４第１項、第20条第１項又は第21条の３

第１項の規定により前項第１号に掲げる書類の交付を請求する者の代理人（未成年

者又は成年被後見人の法定代理人（以下「法定代理人」という。）を除く。） 

(2)　住民基本台帳法第12条の３第１項若しくは第２項、第15条の４第３項若しくは第

４項、第20条第３項若しくは第４項又は第21条の３第３項若しくは第４項の規定に

より前項第１号に掲げる書類が必要である旨の申出をする者（住民基本台帳法施行

令（昭和42年政令第292号）第15条の２に規定する業務のために当該申出をする特定

事務受任者（同法第12条の３第３項に規定する特定事務受任者をいう。）を除く。） 

(3)　戸籍法第10条第１項（同法第12条の２において準用する場合を含む。）の規定に

より前項第２号に掲げる書類の交付を請求する者の代理人（法定代理人を除く。） 

(4)　戸籍法第10条の２第１項又は第３項（同法第12条の２において準用する場合を含

む。）の規定により前項第２号に掲げる書類の交付を請求する者 

（対象者） 

第３条　本人通知制度の対象となる者（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれ

かに該当する者とする。 

(1)　住民基本台帳法第６条第１項の規定により町長が作成した住民基本台帳若しく

は同法第15条の２第１項の除票簿又は同法第16条第１項の規定により町長が作成し

た戸籍の附票若しくは同法第21条第１項の戸籍の附票の除票簿に記録されている者 

(2)　戸籍法第７条に規定する戸籍の帳簿又は同法第12条第１項の除籍簿に記載され

ている者 

２　前項の規定にかかわらず、国内に住所を有しない者、死亡した者又は失踪の宣告を

受けた者は、本人通知制度の対象としない。 

（登録の申請） 

第４条　本人通知制度を利用しようとする対象者又はその代理人（以下「申請者」とい

う。）は、住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度登録（登録更新）申請書（様
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式第１号）により町長に申請しなければならない。 

２　前項の規定による申請者は、当該申請をするに当たっては、別表第１に規定する書

類（別表第１に規定する書類を提示することができない場合にあっては、別表第２に

規定する書類のいずれか１以上の書類及び別表第３に規定する書類のいずれか１以上

の書類（別表第３に規定する書類を提示することができない場合にあっては、別表第

２に規定する書類のいずれか２以上の書類））を提示しなければならない。 

３　第１項の規定による申請者が対象者の代理人であるときは、法定代理人にあっては

戸籍謄本その他その資格を証明する書類を提示し、法定代理人以外の代理人にあって

は委任状を提出しなければならない。ただし、当該代理人が法定代理人の場合であっ

て、本町に備付けの公簿等の記載により法定代理人である事実を確認することができ

るときは、これを省略することができる。 

４　申請者は、次の各号のいずれかに該当するときは、郵便又は民間事業者による信書

の送達に関する法律（平成14年法律第99号）第２条第６項に規定する一般信書便事業

者若しくは同条第９項に規定する特定信書便事業者による同条第２項に規定する信書

便により送付する方法により、第１項の規定による申請をすることができる。 

(1)　疾病その他やむを得ない理由により第１項に規定する申請書を持参することが

できないとき。 

(2)　町外に居住しているとき。 

５　第２項及び第３項の規定は、前項の規定による申請について準用する。この場合に

おいて、第２項中及び第３項中「書類を提示」とあるのは「書類の写しを提出」と読

み替えるものとする。 

（登録者名簿への登録） 

第５条　町長は、前条第１項又は第４項の規定による申請があった場合は、その内容を

審査し、適当と認めるときは、住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度登録

者名簿（様式第２号）に当該対象者を登録するとともに、住民票の写し等の第三者交

付に係る本人通知制度登録（登録更新）通知書（様式第３号）により当該対象者又は

その法定代理人に通知するものとする。 

２　前項の規定により登録を受けた者（以下「登録者」という。）の登録期間は、当該登

録をした日から起算して３年を経過する日の属する年の12月31日までの期間とする。 

（登録の内容の変更等） 

第６条　登録者は、当該登録の内容に変更が生じたとき、又は当該登録を廃止しようと

するときは、住民票の写し等の第三者交付に係る本人通知制度登録変更（廃止）届出

書（様式第４号）により町長に届け出なければならない。 

２　第４条第２項から第５項の規定は、前項の規定による届出について準用する。 

（登録の更新） 

第７条　登録者は、登録期間の満了後も当該登録を継続しようとするときは、当該登録

期間の満了の日の１月前から満了の日までの間に、住民票の写し等の第三者交付に係

る本人通知制度登録（登録更新）申請書により町長に登録の更新を申請しなければな

らない。 

２　前項の規定により登録の更新を申請し、登録が更新された場合の登録期間は、従前

の登録期間の満了日の翌日から起算して３年経過する日までの期間とする。 

３　第４条第２項から第５項までの規定及び第５条第１項の規定は、第１項の規定によ

る登録の更新の申請について準用する。 

（登録者等への通知） 

第８条　町長は、第三者からの請求又は申出により登録者に係る住民票の写し等を交付
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したときは、住民票の写し等の第三者交付通知書（様式第５号）により当該登録者又

はその法定代理人に通知するものとする。 

（登録の抹消） 

第９条　町長は、次の各号のいずれかに該当するときは、登録を抹消するものとする。 

(1)　第６条第１項の規定による廃止の届出があったとき。 

(2)　第６条第１項の規定による変更の届出を怠ったことにより前条に規定する通知

書が返戻されたとき。 

(3)　第７条第１項の規定による登録の更新の申請がされず、同条第２項又は第５条第

２項に規定する登録期間が満了したとき。 

(4)　登録者が死亡し、又は失踪の宣告を受けたとき。 

(5)　登録者が国内に住所を有しないこととなったとき。 

(6)　住民基本台帳法施行令第12条第１項の規定により職権で住民票を消除したとき。 

(7)　前各号に掲げるもののほか、町長が特に必要があると認めるとき。 

（補則） 

第10条　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。 

附　則 

この告示は、令和６年10月１日から施行する。 

別表第１（第４条関係） 

 

別表第２（第４条関係） 

 

別表第３（第４条関係） 

 

 運転免許証、旅券、在留カード、特別永住者証明書、船員手帳、身体障害者手帳、

無線従事者免許証、海技免状、小型船舶操縦免許証、宅地建物取引士証、航空従

事者技能証明書、耐空検査員の証、運航管理者技能検定合格証明書、動力車操縦

者運転免許証、猟銃・空気銃所持許可証、教習資格認定証、運転経歴証明書（平

成 24 年４月１日以後に交付されたものに限る。）、電気工事士免状、特種電気工事

資格者認定証、認定電気工事従事者認定証、療育手帳、戦傷病者手帳、警備業法

（昭和 47年法律第 117 号）第 23条第４項に規定する合格証明書、個人番号カー

ド又は国若しくは地方公共団体の機関が発行した身分証明書で写真を貼り付けた

もの

 国民健康保険、健康保険、船員保険若しくは介護保険の被保険者証、共済組合員

証、国民年金、厚生年金保険若しくは船員保険に係る年金証書、共済年金若しく

は恩給の証書又はこれらに準ずるものとして町長が適当と認める書類

 学生証、法人が発行した身分証明書（国若しくは地方公共団体の機関が発行した

ものを除く。）若しくは国若しくは地方公共団体の機関が発行した資格証明書（別

表第１に掲げる書類を除く。）で、写真を貼り付けたもの又はこれらに準ずるもの

として町長が適当と認める書類

- 3 -



 

報告第３２号 

 

令和６年城里町告示第 159 号 

 

   城里町退職者復職制度実施要綱 

 （趣旨） 

第１条 この告示は、結婚、出産、育児、治療、介護等の理由によりやむを得ず退職

する職員（地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号。以下「法」という。）第３条第

２項に規定する一般職に該当する城里町職員をいう。以下同じ。）について、法第

17 条の２第２項の規定による選考により、城里町を一旦退職した者を、再び城里町

職員として採用する制度（以下「退職者復職制度」という。）の実施に関し必要な

事項を定めることにより、安心して子育てができる職場環境を整備するとともに、

行政運営に係る知識・能力・経験を有する元職員を採用し、もって的確な人材確保

及び効果的な行政運営を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるとこ

ろによる。 

 (1) 退職 職員を退職することをいう。ただし、定年による退職を除く。 

 (2) 復職 退職した職員が、この告示の規定によって再び職員となることをいう。 

 (3) 育児 職員が当該職員の子（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成３年

法律第 110 号）第２条第１項本文及び城里町職員の育児休業に関する条例（平成

17 年城里町条例第 34 号)第２条の２の規定によりその養育のために職員が育児休

業をすることができることとされる子をいう。）であり、かつ、小学校就学の始

期に達するまで（町長が特に必要と認める場合にあっては、町長が当該職員の事

情を考慮してその都度定める時期まで）の者を養育することをいう。 

 (4) 治療 心身の故障により治療に専念することをいう。 

 (5) 介護 職員が要介護者の介護をすることをいう。 

 (6) 要介護者 城里町職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成 17 年城里町条

例第 33 号）第８条の２第２項に規定する要介護者をいう。 

 （対象者） 

第３条 退職者復職制度の対象者は、次に掲げる要件のいずれにも該当する者とする。 

 (1) 結婚、出産、育児、治療、介護等の都合により職員として勤務することが困難

であったことを理由として退職した者であること。 

 (2) 退職の前に職員として在職した期間（当該期間が複数ある場合は、それらを合

計した期間。以下「在職期間」という。）が３年以上であること。 

 (3) 退職の日の翌日から起算して 10 年を経過した日までの期間であること。 

 (4) 退職者復職制度を利用して職員として採用される日時点で年齢 55 歳未満であ

ること。 

２ 次に掲げる期間で、その期間が１月以上であるものは、在職期間から除算するも

のとする。 

 (1) 法第 28 条第２項の規定による休職（公務又は通勤（地方公務員災害補償法

（昭和 42 年法律第 121 号）第２条第２項及び第３項に規定する通勤をいう。）に

よる心身の故障に起因する休職を除く。）の期間 

 (2) 法第 29 条第１項の規定による停職の期間 

 (3) 法第 55 条の２第１項ただし書の規定による専従休職の期間 
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 (4) 地方公務員の育児休業等に関する法律第２条第１項の規定による育児休業の期

間 

 （選考） 

第４条 前条第１項第１号に規定する理由により退職をする職員であって、就業が可

能となり、退職者復職制度を利用して職員として採用されること（以下「再採用」

という。）を希望する者は、再採用選考申込書（別記様式）を町長に提出するもの

とする。 

２ 選考は、面接、退職前３年度分の勤務成績等（前条第２項各号に掲げる期間にお

ける勤務成績を除く。）により実施し、人員配置を踏まえ決定するものとする。 

３ 町長は合否にかかわらず選考の結果を通知するものとする。 

 （再採用の時期） 

第５条 再採用の時期は、原則として毎年４月１日とする。 

 （再採用者の職種、初任給等） 

第６条 再採用が決定した者（以下「再採用者」という。）の職種は、在職期間にお

ける職種と同一とする。 

２ 再採用者の職務の級は、在職期間の末日における職務の級とする。ただし、在職

期間の末日における職務の級が４級以上であった再採用者については、原則として

４級とする。 

３ 再採用者の初任給は、城里町職員の初任給、昇格、昇給等の基準に関する規則

（平成 17 年城里町規則第 38 号）に基づき決定するものとする。 

 （委任） 

第７条 この告示に定めるもののほか、退職者復職制度の実施に関し必要な事項は、

町長が別に定める。 

   附 則 

 この告示は、令和６年 10 月１日から施行し、平成 26 年 10 月１日以降に退職した者

に適用する。 
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報告第３３号 

 

令和６年城里町教育委員会告示第５号 

 

水戸桜ノ牧高校常北校の生徒等に対する給食提供事業実施要綱 

（趣旨） 

第１条　この告示は、茨城県立水戸桜ノ牧高等学校常北校（以下「水戸桜ノ牧高校常

北校」という。）に通う生徒及び教職員に対し、城里町立常北学校給食センター（以

下「給食センター」という。）で調理した給食を提供し、同校に通う生徒の保護者

への子育て支援及び同校での学校生活支援を行うことを目的とした事業の実施に

関し、必要な事項を定める。 

（対象者） 

第２条　給食の提供を受けることができる者（以下「対象者」という。）は、水戸桜

ノ牧高校常北校に通う生徒及び教職員の内、給食の提供を希望する者とする。 

（給食の提供） 

第３条　本事業で提供する給食は、学校給食法（昭和 29 年法律第 180 号）第３条第

１項及び城里町立学校給食センター管理規則（平成 17 年教育委員会規則第 18 号）

第２条の規定に基づき提供される学校給食の内、城里町立中学校に提供されるもの

と同様とする。 

２　給食は、１年度間継続して提供することを基本とする。ただし、第３学年の生徒

は、当該年度の１月末日までとする。 

３　給食センター所長は、月毎に算出した給食を提供する年間日数を、毎年度事業を

開始する２ヶ月前までに水戸桜ノ牧高校常北校に確認して決定する。年間日数の決

定後日数に変更が生じるときは、水戸桜ノ牧高校常北校は給食センター所長に速や

かに報告するものとする。 

４　給食は、第４条第２項に規定する利用の決定を受けた者（以下「利用者」という。）

の内、第５条第１項に規定する給食費を納入した利用者に提供する。 

５　水戸桜ノ牧高校常北校は、事業実施の場所として、校内にある春園会館の一部を

提供するものとする。 

（利用の申込み） 

第４条　給食の提供を利用する対象者は、水戸桜ノ牧高校常北校給食提供事業利用申

込書（様式第１号）を給食センターが指定する日までに、水戸桜ノ牧高校常北校を

経由して教育長に提出するものとする。 

２　教育長は、前項の利用申込書を受理したときは、内容を確認のうえ水戸桜ノ牧高

校常北校給食提供事業利用決定通知書（様式第２号）により利用者に通知するもの

とする。 

（給食費） 

第５条　給食費は、月毎の給食提供日数に１食あたり 290 円を乗じた月額とする。 

２　給食費の納入については、月払、学期払、年払のいずれかを選択できるものとす

る。 

３　利用者は、教育長が指定する日までに、給食費を教育長が指定する口座に納入す

るものとする。 

４　利用者が給食費を納入した後、次の表に掲げる返還事由に該当した場合、教育長
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はその事由に応じた金額を利用者に返還するものとする。 

　（利用の取り消し） 

第６条　経済的な理由等でやむを得ず利用の登録を取り消す場合、利用者は、水戸桜

ノ牧高校常北校給食提供事業利用取消申出書（様式第３号）を水戸桜ノ牧高校常北

校を経由して教育長に提出するものとする。 

２　教育長は、前項の利用取消申出書を受理したときは、内容を確認のうえ水戸桜ノ

牧高校常北校給食提供事業利用取消通知書（様式第４号）により利用者に通知する

ものとする。 

（その他） 

第７条　この告示に定めるもののほか必要な事項は、教育長が別に定める。 

　　　附　則 

（施行期日） 
１　この告示は、公布の日から施行する。 
（準備行為） 

２　第４条の規定による利用の申込みは、この要綱の施行前においても行うことがで

きる。 
 

 返還事由 返還金額

 利用者が休日を除いて連続で７日以

上学校を休んだ場合

学校を休み始めた日から起算して３日目

以降の休んだ日数に 290 円を乗じた額

 年払、学期払で給食費を納入後、利用

者が第６条第２項に規定する利用の

取消を受けた場合

納入された金額から給食が提供された月

の給食費の金額を差し引いた金額

 生徒の異動により学校に在籍しなく

なった場合

納入された金額から在籍した日数に 290

円を乗じた金額を差し引いた金額

 給食センターの都合で給食が提供さ

れなかった場合

給食が提供されなかった日数に 290 円を

乗じた金額
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報告第３４号 

 

 

 

　　　令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率について 

 

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律（平成１９年法律第９４号）第３条第１項 

及び第２２条第１項の規定により、令和５年度決算に基づく健全化判断比率及び資金 

不足比率について、監査委員の意見を付して別紙のとおり報告する。 

 

 

 

 

 

　　　　　　令和６年　９月１０日　提　出 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　城里町長　上遠野　　修 
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１　健全化判断比率 

（単位　％） 

　備考　実質赤字率の欄及び連結実質赤字率の欄において、実質赤字額及び連結実質赤字額が

ない場合は、「―」と記載しています。 

 

 

２　資金不足比率 

（単位　％） 

　備考　各会計の欄において、資金不足が生じない場合は、「―」と記載しています。

 
区　　　分 令和５年度決算 早期健全化基準 財政再生基準

 
実 質 赤 字 比 率 　　　　　　― １４．２４ ２０．００

 
連結実質赤字比率 　　　　　　― １９．２４ ３０．００

 
実 質 公 債 費 比 率 ８．６ ２５．０ ３５．０

 
将 来 負 担 比 率 ４０．０ ３５０．０

 
区　　　分 令和５年度決算 経営健全化基準

 
上 水 道 事 業 会 計 　　　　　　　　― ２０．００

 
下 水 道 事 業 会 計 　　　　　　　　― ２０．００
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　城 里 監 査 第 ２ ０ 号 
令和６年８月２２日  

 
城里町長　上遠野　修　様  

 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員　　五十嵐　由美子  
 
　　　　　　　　　　　　　　   　　　　　　監査委員　　阿久津　則　男  
 
 
 

財 政 健 全 化 審 査 意 見 書 の 提 出 に つ い て  
 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定により審査

に付された令和５年度健全化判断比率の算定の基礎となる事項を記載した書

類を審査したので、その結果について意見書を提出する。  
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令和５年度財政健全化審査意見書 
 
 
第１　審査の対象  

健全化判断比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類  
 

第２　審査の期日  
　令和５年７月２３日（火）  
 

第３　審査の方法  
　財政健全化審査は、町長から提出された健全化判断比率及びその算定の基礎

となる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。 
 

第４　審査の結果  
審査に付された健全化判断比率及びその算出の基礎となる事項を記載した

書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。  

　  

第５  審査意見 

実質赤字比率については、黒字となっているため数値として表示されず、早

期健全化基準の 14.24％と比較すると下回っている。 

連結実質赤字比率については、黒字となっているため数値として表示されず、

早期健全化基準の 19.24％と比較すると下回っている。 

実質公債費比率については、8.6％となっており、早期健全化基準の 25.0％

と比較すると下回っている。 

将来負担比率については、40.0％となっており、早期健全化基準の 350.0％

と比較すると下回っている。 

特に指摘すべき事項はないが、引き続き財政の健全化に努められたい。 

 
項　目

令和５年度

健全化判断比率

令和４年度

健全化判断比率

早期健全化

基　　　準

財 政 再 生 
基 　 　 準

 実質赤字比率 － － 14.24％ 20.00％

 連結実質赤字比率 － － 19.24％ 30.00％

 実質公債費比率 8.6％ 8.8％ 25.0％ 35.0％

 将来負担比率 40.0％ 42.2％ 350.0％
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城 里 監 査 第 ２ ２ 号　  
　　令和６年８月２２日　  

 
城里町長　上遠野　修　様  

 
 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員　　五十嵐　由美子  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　監査委員　　阿久津　則　男  
　　　　　　　　　　　　　　   　　監査委員　   小　圷　　　孝　   ㊞  
 
 
 

経営健全化審査意見書の提出について  
 
 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により審

査に付された令和５年度城里町水道事業会計及び令和５年度城里町下水道事

業会計の資金不足比率の算定の基礎となる事項を記載した書類を審査したの

で、その結果について意見書を提出する。  
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令和５年度城里町公営企業会計経営健全化審査意見書  
 
 
第１　審査の対象  
　資金不足比率及び算定の基礎となる事項を記載した書類  
　  

第２　審査の期日  
　令和６年７月２６日（金）  
 

第３　審査の方法  
経営健全化審査は、町長から提出された資金不足比率及びその算定の基礎と

なる事項を記載した書類が適正に作成されているかを主眼として実施した。  
 

第４   審査の結果  
審査に付された各会計の資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記

載した書類は、いずれも適正に作成されているものと認められた。 

 

第５   審査の意見 

資金不足比率については、いずれの会計も黒字となっているため数値として

表示されず、経営健全化基準の 20.0％と比較すると下回っている。 

特に指摘する事項はないが、一般会計からの補助に頼ることなく収益を確保

するとともに、コストの削減により、引き続き財政の健全化に努められたい。 

 
会 計 名 資金不足比率 経営健全化基準

 
水道事業会計 － 20.0％

 
下水道事業会計 － 20.0％
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